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Ⅰ．平成２７年度の実施業務の概要 

１．プログラム開発委員会の実施と社会人向け授業プログラムの開発 

（ａ）第１回委員会（平成 27年 5月） 

産学連携を通じて平成 27年度の授業の内容（４科目のシラバス）と、受講者募集と授業

実施体制の最終実行案をなどについて作成した。４科目は、サービス経営論、サービス産

業事例分析、ツーリズム産業論、サービスブランド開発ワークショップである。サービス

経営論は、サービス産業界のニーズを受けて、マーケティング、人事管理、事業開発だけ

の基本概念だけではなく、オペレーション・マネジメントや顧客満足度分析などの数値管

理的な面、流通産業、医療産業などの代表的な分野での基本的な経営課題とソリューショ

ン、ＩＴ活用、英語特別講義を盛り込み、補講を含めて全 18 回の授業を企画、実施した。

サービス産業事例分析は、ハイサービス 300選、おもてなし経営選などを通じて日本の有

数のサービス企業・団体を選び、スポーツクラブ・ルネサンス、ワタベウェディング、Ｑ

Ｂネットのように日本を代表するサービス企業の経営実務者などによる実務家の講義 15回

を企画し、実施した。 

 ツーリズム産業論は、ビジネスケース教材として、日本航空などの９社の代表的な観光

企業のビジネスケースについてのケース教材とビデオ教材を作成、授業提供することを企

画した。そして、ＨＭＲＩデジタルストラテジスト社の吉崎夏来氏ら全１０名の講師によ

る２０回の観光経営学講義を実施することを企画した。また、新規サービスブランド開発

ワークショップは、新規サービスブランド事業について、起業チームづくり、起業プロセ

ス、事業開発、投資決定などについて、古我知史、山田仁一郎、秋庭太、小澤政生の４氏

による 4日間で展開することを決めた。 

 なお、プログラム開発委員会には、産業界からは、がんこフーズ、サイバーエージェン

ト、チームクールジャパン、サービス産業生産性協議会より参加頂き、他大学からは大阪

市立大学、龍谷大学教員に参加して頂き展開した 

（ｂ）第２回委員会（平成２８年２月） 

まず、受講者２０名の内合計１６名について出席、授業やＥラーニングでの各回の授業内

容に関するレポート評価、ビジネスプラン提出などを総合的に勘案評価して、その履修を

認めることとなった。履修達成率は８０％となった。なお、平成２８年３月までのツーリ

ズム産業論講義の展開の結果、その１６名の内４名がツーリズム産業論も履修したことを

確認し、追加でその科目の履修を認めた。そして授業プログラムの実施状況を確認して、

おおむね社会人の満足度の高い内容を提供することが出来たことを確認した。この点は、

受講者最終アンケートでの高い満足度評価に現れている。他方で、改善点もいくつか見ら

れることも確認し、次年度での改善を検討した。 
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２．産学連携事業推進委員会とプログラム運営 

 平成２８年７月に産業界からの有識者を加えて、産学連携事業推進委員会を開催した。

そこで、産学連携で、下記のプログラム開発委員会が産学連携で作成した授業実施体制案

及び授業内容の最終案の検討、指導、改善を行った。授業プログラム、授業実施体制案に

ついては、おおむね妥当と評価されたが、社会人受講者に対して受けやすい時間帯の配慮

などについての指摘もなされて、次年度での開催に関して、その反省を反映することとな

った。また、本年度の産業界委員として、関西経済連合会からがんこフーズ株式会社、大

阪商工会議所からは三和実業、京阪流通システムズ、京都商工会議所から株式会社キャリ

エール、そして、サイバーエージェント、日本小売業協会、日本観光振興協会、サービス

産業生産性協議会から参画して頂いた。 

 

３．ツーリズム産業論向けビデオケース教材開発 

 平成２７年４月から７月までに、日本航空、ハイアットリージェンシーホテル、オリエ

ンタルランドなどの観光産業における有数の企業を招き、その９社に関して、９回分のビ

ジネスケース教材の開発とビデオ教材の開発を行った。 

 

４．プログラム実施概要と募集要項の関連団体、企業での内部広報、ウェブサイト上で

の広報 

 平成２７年６月から８月にかけて、京都大学サービスＭＢＡ入門プログラム講座事業に

ついて、大阪商工会議所、京都商工会議所、日本小売業協会、京阪グループなどの社内広

報において、取り上げて頂き、その内容と受講勧誘についての広報を行った。また、京都

大学経営管理大学院の広報ウェブサイト、リクルートライフスタイル社の大学＆大学院．

ｎｅｔや「京都で暮らそう」サイトでの広報活動も行った。 

 

５．プログラム受講者の募集・決定 

 平成２７年８月に受講者の募集を行い、合計３４名の応募が有った。受入能力の関係か

ら、当初に予告した下記４条件で受講者について、検討を行い、面接を実施の上、２０名

の受講者を決定し、９月中に通知を行った。そして、全員が受講手続きを完了した。 

 

①後援団体である関西経済連合会、大阪商工会議所、京都商工会議所、日本小売業協会、

公益社団法人日本観光振興協会などの各団体の会員企業・団体の社員、職員を優先。 

②通学の関係から、関西地方およびその近辺に在住の者を優先。 

③将来的に京都大学大学院経営管理教育部（専門職学位課程）経営管理専攻サービス価値

創造プログラムへの入学希望者を優先するために、入学に必要な英語能力を持つ者を優

先。 

④サービス分野の次世代の経営者、管理職を担う若い世代を優先。 
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 なお、受講者の所属団体・企業は下記のようになった。 

 

京阪電気鉄道株式会社 

がんこフードサービス株式会社 

株式会社ライフコーポレーション 

エイチツーオーリテイリング株式会社 

株式会社スーパーホテル 

株式会社髙島屋 

株式会社大丸松坂屋百貨店 

株式会社富士通システムズ・ウェスト 

株式会社京都トラベラーズイン 

有限会社モンテ 

有限会社愛留 

株式会社大新堂 

興亜株式会社 

福島工業株式会社 

コーヴァンス・ジャパン株式会社 

ワタベウエディング株式会社 

株式会社西松屋チェーン 

他 （順不同） 

 

６．受講者の履修状況、授業満足度 

 受講者２０名が３ヶ月間受講し、Ｅラーニングによる補習、履修内容確認の小テスト・

レポート、ビジネスプランのグループワークと報告を通じて、最終的に８０％にあたる１

６名が履修を終了した。最終的に、平成２８（２０１６）年３月に履修証を交付した。 

 講義、ワークショップを平均して、87.0％の出席率であった。また、5点満点の授業満足

度も「サービス経営論」平均 4.5 点、「サービス産業事例分析」平均 4.6点と高かった。 

 12月 19日の講義系 2科目、演習 1科目の終了日アンケートを見ると、プログラムに大変

満足している者が多く、講演者の人選、運営の円滑さ、期間の短さも高い評価であった。

だが、他方で、講義内容の難度や、開始時間（第 1期は午後 5時開始）に関しては、改善

を求める意見も半分程度有り、次年度の課題となった。 
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図表Ｃ－Ⅰ－１ 受講者の平均出席状況、ＭＢＡ希望、履修証発行状況 

 

※平成 28年 1月末現在 

 

図表Ｃ－Ⅰ－２ 平成２７（２０１５）年１２月受講者アンケート 

 

※回答者数１７名 

  

サービス経営論 サービス産業事例分析

1 男 ５０代 100% 100% 100% 無 発行
2 女 ４０代 13% 7% 25% 無 未
3 男 ４０代 93% 93% 100% 無 発行
4 女 ２０代 100% 100% 100% 有 発行
5 男 ３０代 40% 50% 50% 無 未
6 男 ４０代 93% 93% 100% 無 発行
7 女 ２０代 93% 93% 100% 無 発行
8 女 ２０代 80% 93% 100% 無 発行
9 女 ３０代 100% 100% 100% 無 発行
10 男 ３０代 100% 100% 100% 無 発行
11 男 ３０代 100% 100% 100% 無 発行
12 男 ３０代 87% 93% 100% 無 発行
13 男 ４０代 93% 93% 100% 無 発行
14 男 ４０代 100% 93% 100% 無 発行
15 男 ２０代 93% 93% 75% 無 発行
16 男 ３０代 93% 93% 100% 無 発行
17 男 ３０代 60% 93% 25% 無 未
18 女 ４０代 93% 93% 75% 無 未
19 男 ３０代 93% 93% 75% 無 発行
20 男 ３０代 100% 100% 100% 無 発行

全体 86.2% 88.7% 86.3% 1 16

性別 年齢
（平均37.5才）

WS
出席率

MBA
希望状況

履修証
発行状況

講義出席率

1.そう思
う

2.やや
そう思う

3.どちら
とも言え
ない

4.やや
そう思
わない

5.そう思
わない

（１）このプログラムの内容に満足しましたか 1.1 100% 0% 0% 0% 0%

（２）講義の内容は、全般として難しかったですか 2.6 12% 41% 29% 12% 6%

（３）サービス経営の内容を理解するのに講演者の人選は適切だったと思いますか 1.2 76% 24% 0% 0% 0%

（４）プログラムの運営は、スムーズだと感じられましたか 1.4 65% 29% 6% 0% 0%

（５）Ｅラーニングサイトは、使いやすかったですか 2.2 24% 35% 41% 0% 0%

（６）受講料についてはどう思いますか 4.5
0%

（高い）

0%

（やや高い）

17.5%
（どちらとも

言えない）

17.5%

（やや安い）

65%

（安い）

（７）このプログラムは、「おもてなし」をしていると思いましたか 2.0 29% 53% 12% 0% 6%

（８）このプログラムの期間は長かったですか 4.3 0% 0% 29% 12% 59%

（９）講義の開始時間は、早かったですか 2.7 29% 36% 0% 6% 29%

回答結果
（平均）

回答結果

設問
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７．Ｅラーニングサイトの実証実験 

 受講者向けＥラーニングサイトを８月に開設し、ツーリズム産業論、平成２６年度サー

ビス経営論、平成２６年度おもてなし経営選講演会シリーズ（サービス産業事例分析の代

替）についてのビデオ教材、ビジネスケース教材を実装して、テストを行った。そして、

１０月から３月に授業を実施している期間は、サービス経営論、サービス産業事例分析、

ツーリズム産業論のビジネスケース教材、ビデオ教材を作成後、実装して、受講者に対す

るサービスを提供した。そしてこのＥラーニングサイトを通じて、受講期間中は、授業の

補習としてビデオ教材を提供するとともに、授業内容の履修を確認するための小テスト、

小レポートを毎回実施して、履修を確認した。 

 

８．プログラム講義実施・ビデオケース教材作成 

（ａ）サービス経営論授業実施 

 １０月２日から１月２２日までの通常講義、補講と、それ以外の特別講義の全１８回の

授業を実施した。 

（ｂ）サービス産業事例分析 

 １０月２日から１２月１１日まで全１６回の授業を実施した。 

（ｃ）新規サービスブランド開発ワークショップ 

 １０月３日、１７日、１１月２１日、１２月１９日の４日間、各土曜日に午前１０時か

ら午後４時まで実施した。 

 

９．ツーリズム産業論講義実施     

 下記の合計１０日全２０コマの観光経営学の講義を実施した（別紙（３）参照）。 

 

Ⅱ．平成２７年度の事業概要と目標達成状況 

 最終的に、今年度の成果をまとめると、本年度当初の目標に対して、本年度の事業活動

を通じて、次のような実績を上げた。 

 

（１）事業推進委員会、プログラム開発委員会における改善活動の議事録作成 

 事業推進委員会１回、プログラム開発委員会２回を開催し、改善活動に関わる議事録を

各１点を作成した。 

（２）Ｅラーニング用ウェブサイトへの各種教材の実装と保守管理作業の実施報告書 1点 

 Ｅラーニング用ウェブサイトの稼働テストを行い、各科目のビデオ教材、ビジネスケー

ス教材、小テスト・レポート機能の搭載・稼働実験を行い、順調にその稼働を行った。実

施状況について、平成２７年度成果報告書に報告した。 

（３）受講者選定と受講実施、履修証授与 

 受講者 15 名の選定と受講実施、9 人程度の履修証授与を年度当初の目標とした。関西地
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方の後援団体からの応募者多数のために、当初の受入基準を修正し、20 名を受け入れるこ

ととした。全員が受講手続きを行い、授業プログラムに参加した。最終的に 16名が履修を

達成し、履修証を付与することとなった。履修率は 80％となった。 

（４）サービス経営論のビデオ教材の修正と追加 

 サービス経営論については、15 回の目標に対して、上記（Ａ）７）（ａ）に示した 15 回

分のビデオ教材と授業資料を開発し、Ｅラーニングサイトに掲載した。そして、特別衛講

義を実施し、それも加えて、16 回分の作成を行った。日本語部分に関しては、その小テス

トとレポートを整備し、履修確認を行った。 

（５）サービス産業の優良企業経営事例授業実施とケース教材化、一部ビデオ教材。 

 サービス産業の優良企業経営事例 20 回の授業実施とケース教材化、一部ビデオ教材 10

点の目標に対して、次のような達成状況となった。サービス産業、観光産業の合計 24社・

団体より先端的なサービスに関する実務家の講演を受けて、そのうち、下記 22社・団体に

ついてのビデオ教材、ケース教材をそれぞれ 22点作成した。そして、その小テストとレポ

ートを整備し、履修確認を行った。 

 

・作成企業例 

 株式会社ルネサンス、ワタベウェディング株式会社、恵寿総合病院、全日本空輸株式会

社、株式会社サーバーエージェント、ライフネット生命保険株式会社、QBネット株式会社、

イオン株式会社、エイチ・ツー・オー リテイリング株式会社、愛媛トヨタ自動車株式会社、

がんこフードサービス株式会社、Leave a Nest Co. Ltd. 、株式会社チームクールジャパ

ン、日本政府観光局(JNTO)、ハイアット リージェンシー 京都、臨済宗妙心寺派本山塔頭

春光院、日本航空株式会社、KNT-CT ホールディングス株式会社、株式会社オリエンタルラ

ンド、岐阜県、株式会社プリンスホテル、株式会社 JTB総合研究所。 

 

（６）受講者に対するＭＢＡキャリアカウンセリング 

 受講者希望者に対して、ＭＢＡ進学によるキャリア・チェンジに関するカウンセリング

を実施し、内 1 名が進学を希望し、京都大学経営管理大学院サービス価値創造専攻修士課

程（専門職）の受験を行い、1名が合格した。 
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Ｄ．資料 
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Ⅰ．プログラム開発委員会 

 
ⅰ．2015年度第 1回プログラム開発委員会 

 

日時：2015 年 5 月 28 日（木）午後 1 時～3 時 
場所：キャンパスプラザ京都 京都大学サテライト第 8 講習室 
 
出席者： 
委員長 京都大学経営管理大学院 教授 若林 直樹 
副委員長 京都大学経営管理大学院 教授 若林 靖永 
外部委員 がんこフードサービス株式会社 取締役副社長 新村 猛 
外部委員 株式会社チームクールジャパン 代表取締役兼代表パートナー 古我 知史 
外部委員 株式会社サイバーエージェント 採用育成部マネージャー 小澤 政生 
外部委員 大阪市立大学大学院経営学研究科 准教授 山田 仁一郎 
外部委員 龍谷大学経営学部 准教授 秋庭 太 
外部委員 サービス産業生産性協議会 事務局長 湯浅 勝浩 
内部委員 京都大学経営管理大学院 准教授 山内 裕 
内部委員 京都大学経営管理大学院 特定講師 平本 毅 
事務局他 京都大学吉田地区文系部局ＵＲＡ室 室長 小川 正昭 
事務局他 京都大学経営管理大学院 大学院掛長  小屋敷 浩 
事務局他 京都大学経営管理大学院 若林研究室 桑原 徳子 
事務局他 京都大学経営管理大学院 企画室 佐野 具子 
事務局他 京都大学経済学研究科経済学専攻 博士後期課程 田原 慎介 
 

 

 



 

119 
 

議事録： 
Ⅰ．議題 
 
（１）授業研究：ベンチャー投資論の進め方 
【資料１・参考資料①-1、①-2・②・③・④】 
・株式会社クールジャパン代表取締役 古我知史氏からベンチャー投資論の紹介があった。 
・若林靖永教授から、事業対象との出合い方についての質問があり、信頼できる方からの

紹介がコツであるとの回答があった。 
・若林直樹教授から、投資案件の基準についての質問があった。ビジネスプランの着眼が

重要であるとの意見があった。 
・山内裕准教授から、ベンチャー設立時に国の補助金等の利用について質問があった。国

側・ベンチャー側からの視点について意見があった。 
・山内裕准教授から、投資先の選択についての質問があり、古我氏からライフスタイル系

とトレンドに視点を置くとの回答があった。 
 
（２）カリキュラム案の検討【資料２】 
・若林直樹教授から、授業展開についての説明があり、まず「サービス経営論」の予定案

が示され、外部委員メンバーである、がんこフードサービス新村猛副社長とサービス産業

生産性協議会の湯浅勝浩事務局長に講演依頼があった。次に、「サービス産業事例分析」講

演企業決定の報告があった。日程は、調整中。 
また、「新規ブランド開発ワークショップ」の日程等詳細が報告された。 
・「新規ブランド開発ワークショップ」について、古我知史氏から、最終日の投資決定委員

会について、『フューチャーベンチャーキャピタル株式会社代表取締役社長今庄啓二氏』の

参加が報告された。また、今庄啓二氏からの紹介で、『聖護院八ッ橋 鈴鹿可奈子氏』にも

依頼することとなった。 
 
（３）募集要項案の検討【資料３-1・３-2・３-3】  
・公募の仕方について、若林直樹教授から説明があった。 
「志望動機と学習目的」を重視。IT 環境・スキルの選考条件追加についての議論があった。

複数のメンバーから、IT 環境ではなく、IT スキルについて選考条件に必要ではないかとの

意見があった。ただ、授業内容にパソコン使用が必要である事・事務局との連絡は、イン

ターネットがメインになる事を募集要項に明記することとなった。 
・募集についての詳細は、ウェブページ（7 月開設予定）に掲載することが、若林直樹教授

から報告された。 
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（４）今後の募集の進め方【資料４】  
・資料に基づき、若林直樹教授から、今年度の募集スケジュールについて説明があった。 
 
（５）Ｅラーニングサイトの説明【資料５】 
・事務局員桑原徳子氏から、e-learning サイトについて、実際の画面を確認しながら説明が

あった。 
・若林靖永教授から、倍速での閲覧対応が必要ではとの意見あった。 
 
（６）今年度のスケジュールの進め方【資料４】 
・資料に基づき、若林直樹教授から今年度の予定について説明があった。 
・次回のプログラム委員会は、第 1 期開講終了後の 12 月下旬から来年 1 月上旬に開催する

旨が、若林直樹教授から伝えられた。 
 
 
【資料１】 
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【資料２】 
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【資料３－１】 
 
 

京都大学サービス MBA 入門プログラムに関する内規(案) 

（平成２７年 月 日制定） 

（趣旨） 

第１条 この内規は、京都大学サービス MBA 入門プログラム（以下「プログラム」という）

について、必要な事項を定める。 

（プログラム開始時期） 

第２条 プログラム開始時期は、学期の始めとする。 

（出願資格及び手続） 

第３条 受講生の出願資格及び手続については、毎年度公表する募集要項によるものとす

る。 

（受講許可） 

第４条 受講生の選考は、京都大学サービス MBA 入門プログラム開発委員会（以下「委員

会」という）に設けられた事業実施ＷＧ（以下「ＷＧ」という）で決定する。なお、Ｗ

Ｇは、京都大学教員から構成される。 

２ 受講の許可は、所定の期日までに受講料を納めた者について行う。 

（プログラム実施期間） 

第５条 プログラム実施期間は、６月とする。なお期間の延長はできない。 

（履修証明書の授与） 

第６条 委員会の指定するプログラムの修了要件を満たした受講生には、プログラム修了

の認定を行う。ただし、単位の授与は行わない。 

２ 経営管理教育部長は前項により修了の認定をした者に、履修証明書を交付するものと

する。 

 （受講料） 

第７条 受講料は一期４０，０００円とする。ただし、一期は６月である。 

 （受講の中止） 

第８条 受講生が受講の中止を行うときは、経営管理教育部長に願い出て許可を得るもの

とする。ただし、受講料は返却しない。 

（許可の取り消し） 

第９条 受講生として不適当と認められたときは、委員会の議を経て、受講の許可を取り

消すことがある。ただし、受講料は返却しない。 

（反社会的勢力） 

第１０条 受講者およびその出願者に関しては、所属している企業、団体、その役員もし

くは従業員（その企業・団体の業務に従事する者を含む）が、反社会的な勢力（暴力団、
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暴力団員・準構成員、暴力団関係企業、特殊知能暴力集団等その他これらに準じる者）

に該当しないこと及びこれらの者と密接な関わりを有していないことを条件とする。ま

た、受講中にそれらへの関与が明らかになった場合には、委員会は受講の許可を取り消

すことができる。ただし、受講料は返却しない。 

（その他） 

第１１条 この内規に定めるもののほか、プログラムの実施その他に関し必要な事項は、

委員会が定める。 

附 則 

この内規は、平成２７年 月 日から施行する。 

 

 
 
【資料３－２】 
 
 

２０１５年度 
京都大学経営管理大学院・社会人学び直し講座 
「京都大学サービスＭＢＡ入門プログラム」 

受講者出願要項 
 

 
京都大学経営管理大学院（大学院経営管理教育部）は、文部科学省「高度人材養成

のための社会人学び直し大学院プログラム」事業の一環で、サービス分野での経営や

管理を担う中堅の社会人を対象にして、サービス経営学の基本的なセオリー、優秀サ

ービス経営事例を体系的に学び、新規サービス事業の開発能力を養成する社会人講座

を開きます。ご関心のある方は、ふるってご応募ください。 

なお、本プログラム受講修了者は京都大学経営管理大学院長発行の「京都大学サー

ビスＭＢＡ入門プログラム履修証」を交付されます。 

 

Ⅰ．募集人員  
 15 名 

 

Ⅱ．出願資格 
出願時において、次の①から③のいずれかの資格を有し、なおかつ④に該当する者（た

だし、日本の他大学正規課程に在学中の者は出願できません。） 
① 大学を平成２４年３月以前に卒業した者 

② 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１０４条第４項の規定により学士の学位

を平成２４年３月以前に授与された者 

③ 外国において、学校教育における１６年の課程を平成２４年３月以前に修了し、学

士学位を取得した者 
④出願時点で、日本に在住し、企業、団体で経営もしくは勤務している者 
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Ⅲ．出願手続 
（１）募集要項等の請求 

募集要項ならびに出願書類の書式は、全て本大学院のウェブサイト

(http://www.gsm.kyoto-u.ac.jp)より入手できます。ウェブからダウンロードし、各

自で印刷した用紙（A4 片面）を出願書類として使用してください。 
 
（２）出願書類 

１．受講希望票 【所定用紙】 

２．在職証明書 出願時点で在職の企業、団体の在職証明書１通。 

３．大学の卒業証明書 １通  

４．写真(4×3cm) ２枚  （①受講志願書の所定欄に貼付、②受講証用にもう１枚添付） 

５．結果通知発送用封筒 
①角形２号封筒(332mm×240mm)と②長形３号封筒（120mm×235mm
）の２枚をご提出ください。各封筒に出願者の住所・氏名・郵便番号

を明記してください。（切手は貼付不要） 
６．英語能力に関する証明書類 
  （任意提出） 

原則としてＴＯＥＩＣ，ＴＯＥＦＬ，ＩＥＬＴＳ等の英語能力に

関する証明書類（発行日より10年以内）１通の提出が望ましい。 
７．推薦状 

（任意提出） 
所属団体企業等からの推薦状 

（書式自由） 

  
以下は該当者のみ 

日本語能力認定書(写)または 
日本語能力試験成績通知書(写) 外国人のみ（特別永住者は除く） 

Ⅳ．出願書類の提出方法 
出願者は、Ⅲ（２）の出願書類等を一括し、次の出願期間に「書留郵便」等、追跡

可能な方法で郵送してください。窓口での受付は行いませんのでご注意願います。 
 
① 出願期間 

平成２７年７月２２日（水）から８月２８日（金）午後５時まで（必着） 
     

② 出願書類等の提出先 
〒606-8501 京都市左京区吉田本町 京都大学経営管理大学院 
「京都大学サービスＭＢＡ入門プログラム」事務局 

③ 出願期間早期終了の可能性 

出願者が募集人員の 4 倍を超えた場合、京都大学経営管理大学院ウェブサイト

で予告の上、募集を終了することがありますので、ご注意ください。 
 

Ⅴ．選考方法 
（１） 選考方法 

【書類選考】書類審査にて行います。 
【面接選考】面接審査にて行います。なお、面接審査は、９月１１日（金）と１

２日（土）の所定の時間に実施します。希望日をあらかじめ書類に

記入してください。 
面接場所は、京都市内で実施します。面接開始時間等詳細について

は、第１次選考結果通知時にお知らせします。 
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（２）選考の優先条件 
なお、本プログラム助成条件の、産学連携による社会人教育開発の観点から、

受講者の選考に関しては、次の条件を優先することがあります。 
① 後援団体である関西経済連合会、大阪商工会議所、京都商工会議所、日本小

売業協会、公益社団法人日本観光振興協会などの各団体の会員企業・団体の

社員、職員を優先します。 
② 通学の関係から、関西地方およびその近辺に在住の者を優先することがあり

ます。 
③ 将来的に京都大学大学院経営管理教育部（専門職学位課程）経営管理専攻サ

ービス価値創造プログラムへの入学希望者を優先するために、入学に必要な

英語能力を持つ者を優先することがあります。 

④ サービス分野の次世代の経営者、管理職を担う若い世代を優先すること

があります。 

 

Ⅵ．受講者発表 
  【書類選考】平成２７年９月 4 日（金） 
   志願者全員へ合否通知を提出された封筒により発送いたします。 
   送付日より５日を経ても結果通知が届かない場合はお問い合わせください。 
   なお、合格者に対しては、面接選考の詳細についても併せて通知します。 
 

【面接選考】平成２７年９月１６日（水） 
面接選考対象者全員へ合否通知を提出された封筒により発送いたします。 

 
Ⅶ．受講手続等 

１．受講手続日程については、受講者決定通知の際に指示します。   
２．受講料 

全期間を通じて、４０，０００円 
３．受講料は受講決定後、速やかに一括納入してください。受講料を指定期日までに一

括納入しない場合には、受講取り消しとなります。 
 

Ⅷ．履修について 
１．履修条件は、講義系２科目（サービス経営論、サービス産業事例分析）と演習系

１科目を履修することになります。選択履修として、ツーリズム産業論がありま

す。 
２．なお、本プログラム受講修了者は、京都大学経営管理大学院長発行の「京都

大学サービスＭＢＡ入門プログラム履修証」を交付されます。   

３．履修に際しては、自宅もしくは職場等でインターネットを使える技能と環境

があることが必要となります。履修に関する連絡は、電子メールもしくはウ

ェブサイトで行い、予習補習や評価に関わることをウェブサイト上のＥラー

ニングシステムを使って行います。 

 

Ⅸ．受講期間 
１．受講期間は６カ月とします。（１０月１日～翌年３月３１日）。 
２．講義系２科目（サービス経営論、サービス産業事例分析）は、１０月２日（金）

より１２月１８日（金）の毎週金曜日（１１月２７日を除く。また１２月１

８日は補講日）午後５時から９時に、キャンパスプラザ京都内にて実施する

予定です。また、演習系１科目は、毎月１－２回土曜日に、京都大学等を会

場に実施する予定です。ツーリズム産業論は、選択希望者にのみ、１月～３
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月に行います（別途開講日をご連絡します）。 

 

Ⅹ．個人情報の取り扱いについて 

次のことについて、予めご了承ください。 

１．個人情報については、「独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律」

及び「京都大学における個人情報の保護に関する規程」に基づいて取り扱います。 

２．出願に当たってお知らせいただいた氏名、住所及びその他の個人情報については、

①受講者選抜（出願処理、選抜実施）、②合格発表、③受講手続業務を行うために

利用します。 

３．出願に当たってお知らせいただいた個人情報は、受講者のみ、①教務関係（学籍、

修学指導等）、②受講料徴収に関する業務を行うために利用します。 

４．出願書類は、返却いたしません。受講者決定後、こちらでシュレッダーにて廃棄

いたします。 

 

 

Ⅺ．付    記 

１．出願書類等の氏名は通称・略字などを使用せず必ず戸籍簿（外国人の場合は住民

票）どおりに記入してください。 

２．納入された受講料はいかなる場合も払いもどしはしません。また、所定の期日ま

でに納入しない場合は、受講を許可しません。（納付期日は、受講通知の際に通

知します。） 

３．本プログラムは、平成２６年度文部科学省「高度人材養成のための社会人学び直

し大学院プログラム」の対象事業（平成２６－２８年度）に選定され、その助成

を受けて実施しております。 
４．本プログラムの受講資格は、京都大学大学院の本科学生、研究生、科目等履修生

にはあたりません。また、履修した科目の単位認定は行いません。 
５．いかなる理由があっても、受講期間の延長はできません。 
６．コンプライアンスの観点から、受講者およびその出願者に関しては、所属してい

る企業、団体、その役員もしくは従業員（その企業・団体の業務に従事する者を

含む）が、反社会的な勢力（暴力団、暴力団員・準構成員、暴力団関係企業、特

殊知能暴力集団等その他これらに準じる者）に該当しないこと及びこれらの者と

密接な関わりを有していないことを条件とします。また、受講中にそれらへの関

与が明らかになった場合には、受講を中止してもらうことがあります。 
７．その他ご不明な点がありましたら下記へ照会してください。 

 
京都大学 
経営管理大学院 

「京都大学サービスＭＢＡ入門プログラム」事業事務局 

〒606-8501 京都市左京区吉田本町 
 電話 075-753-3535  
svc-mba-office@mail2.adm.kyoto-u.ac.jp 

 

mailto:svc-mba-office@mail2.adm.kyoto-u.ac.jp
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＜参考資料＞ 各科目の授業予定 
 詳しくは、「京都大学サービスＭＢＡ入門プログラム」ウェブサイトを参照のこと 
 http://www.gsm.kyoto-u.ac.jp/smba/ （平成２７年７月中旬開設予定） 
 
Ａ．講義系科目 
Ⅰ．サービス経営論 
１．授業で触れるポイント 

サービスとは何か／サービス・マーケティングの基本／.サービス・デザイン／ 
組織のマネジメント／サービスの開発とイノベーション／ 
代表的分野でのビジネスモデル（流通、ツーリズム、ヘルスケアなどの各産業分野） 

Ⅱ．サービス産業事例分析 
１．実務家による優秀サービスビジネスモデル講演 
サービス産業生産性協議会「ハイ・サービス日本３００選」、経済産業省「おもて

なし経営企業選」の受賞企業や代表的な企業 
２． ２０１５年度講演予定企業（五十音順） 
 Ｈ２Ｏホールディングス、がんこフードサービス、サイバーエージェント、全日空、

ライフネット生命、リクルート、ルネサンス、ワタベウェディングなど 
 Ⅲ．ツーリズム産業論（５名以内が科目選択可能） 

１．ツーリズム産業に関する代表的なビジネスモデルの実務家からの紹介 
 ツーリズム産業のトップマネジメントや学識経験者を客員講師として招聘し、理論面

とともに実務面からもツーリズム産業の実態を理解し、今後のツーリズム産業のあり方

を論じることを目的とした講義を展開する。 
Ｂ．演習系科目 
 Ⅰ．新規ブランド開発ワークショップ 
   １．授業内容 

① 目的：4 日間でブランドとなる新たなサービス事業の開発。 
② 特色：事業開発手法の講義とチーム実習を中心に、事業開発過程体験。 
③ チーム実習手法：チームを編成して、新規事業開発を実習。 
④ ケースメソッド：代表的新規事業開発事例に基づく討議中心。 
⑤ 講師陣による指導：市場性・規模性他のチェック項目等を踏まえた事業計画指

導。 
⑥ 新規事業投資決定の経験：現職ベンチャー・キャピタリストから投資決定評価

と指導。 
 

以上。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

http://www.gsm.kyoto-u.ac.jp/smba/
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